
事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：インド 

案件名：バンガロール配電網設備高度化事業 

貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：10,643百万円 
借入人：インド大統領(The President of India) 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
インド全国の電力需給を見ると 1998 年度以降、電力量で約 6～9％、ピーク時必要出力

で約 11～14％の深刻な電力不足が生じている。加えて、高い送配電ロス率（2003 年度の
インド全国平均は 32.5％）、頻繁に生じる停電が供給面での大きな問題となっている。 
インド政府は、第 10次 5ヶ年計画（2002年 4月～2007年 3月）において、41,110MW

の新規電源開発を行うとともに、電源が集中する北部、北東部、東部からその他地域への

効率的な電力供給のため、全国で高圧送電網を増強するとしている。また、2002年より配
電部門の改善を目的とした「早期電力開発・改革プログラム」を実施している。現政権の

共通綱領（2004年 5月）でも、電力等のインフラ整備は最優先の課題とされている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「経済インフラの整備」が対インド支援の

重点分野として位置付けられており、本事業への支援は同方針に合致する。 
バンガロール市はインド南部カルナタカ州の州都であり、インドのソフトウェア産業の

中心地、また日系企業を含む多くの企業が集まるインド有数の産業拠点として近年急速に

発展を遂げている。しかしながら同市を含むバンガロール都市圏の電力供給事情を見ると、

頻繁に生じる停電等が経済活動や生活水準向上のボトルネックとなっているところ、本事

業を本行が支援する必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、インド南部カルナタカ州の州都バンガロール市を含む都市圏において、配電

自動化システムを整備することにより、電力供給の安定化を図り、もって地域の経済発展

と生活水準向上に寄与するものである。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
カルナタカ州バンガロール都市圏 

(2) 事業概要 
① 地中・地上配電網への配電自動化システム及び関連機器の整備 
② コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工管理、組織強化等）   

(3) 総事業費 
14,205百万円（うち、円借款対象額：10,643百万円） 

(4) スケジュール 
2007年 4月～2012年 1月を予定（計 58ヶ月） 

(5) 実施体制 
① 借入人：インド大統領(The President of India) 



② 実施機関：バンガロール電力供給公社（Bangalore Electricity Supply Company 
Limited: BESCOM） 

③ 運営・維持管理体制：②に同じ 
(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
(a) カテゴリ分類：C 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ライン」（2002年 4月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響
を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断さ

れるため、カテゴリ Cに該当する。 
② 貧困削減促進：特になし。 
③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等）：特になし。 

(7) その他特記事項 
・ 実施機関の組織能力強化支援（海外研修、総合品質管理（TQM）の導入等）をコン
サルティング・サービスの一部として行う。 

・ 本事業で導入される配電自動化システムには、日本において開発された停電箇所探
知技術が主要部分で採用される予定である。 

５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

指標名 基準値 
（2006年） 

目標値（2014年 
[事業完成 2年後]) 

需要家 1軒当たり事故停電時間（時間／軒・
年） 

86.2 
（2003年度） 

31.4 

最大電力（MW） 1,437 2,630 
配電ロス率（%） 10.62 9 
電力消費量（GWh） 6,067 12,326 
停電事故時の事故箇所遮断（切替）に要する

作業員数（人・時間／日） 
702 0 

配電線利用率（%） 48 75 
(2) 内部収益率 
経済的内部収益率（EIRR）：14.9% 
①  費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費、販売電力購入量 
②  便益：消費者余剰の増加、配電線・変電所の建設費用の節約 
③  プロジェクト・ライフ：30年 

６．外部要因リスク 
インド及び事業対象周辺地域の経済の停滞/悪化。 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の送配電網整備事業に係る事後評価からは、事業効果の十分な発現のためには、送

配電網の整備に加え、事業実施後の継続的な設備増強と潜在需要に対応する新規電力開発



が必要との教訓を得ている。カルナタカ州では本事業以外の発電部門全体の設備増強につ

いても別途計画済みであることから、その進捗状況につき定期的にモニタリングしていく

予定である。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 需要家 1軒当たり事故停電時間（時間／軒・年） 
② 最大電力（MW） 
③ 配電ロス率（%） 
④ 電力消費量（GWh） 
⑤ 停電事故時の事故箇所遮断（切替）に要する作業員数（人・時間／日） 
⑥ 配電線利用率（%） 
⑦ 内部収益率：EIRR（%） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 
 


